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自立地域社会に関する論点と施策の方向性（要旨） 
 
 
 
 

・ 多様な地域の維持・活性化の意義 

・ 「新たな公」の考え方を基軸とする地域経営システムへの転換 

・ 地域資源を活用した地域の維持・活性化に関する今後の施策の方向性 

・ 地域活性化のための資金の確保 

・ 集落の今後のあり方に関する今後の施策の方向性 

 



多様な地域の維持・活性化の意義 
 

知識社会・成熟社会への変化 
工業社会下でのモノの充足、所得の向上、インフラ整備の進展等 

↓ 
価値観・ライフスタイルの多様化 

経済的側面の相対化、ＱＯＬ・満足度（充足感）の重視 
（趣味・社会参加等による自己実現、生き甲斐の実感、誇りと愛着の持てる地域社会と居住空間） 

↓ 
政策における個人の「満足度」の向上の重視 

社会参加度や社会とのつながり（絆、縁）の強さを示す指標の検討の必要性 
（企業への就労、ＮＰＯ活動、ボランティア・コミュニティ活動への参加等） 

 
個人の満足を実現する場として多様な地域の存在は不可欠 
固有の文化・伝統、自然環境・居住環境 
自然に恵まれた地域の生活・生産活動 ←→ 利便性と機能性に優れた 
（中小都市・農山漁村等）              都市の生活・産業活動 

互いに対極にあるものとしての価値 
異質なものとの接触、異質な人との交流が個人の創造力を高め、個人の可能性を増大

 
地域間の互恵関係が支えてきた国土構造 

－ 特色ある地域が、様々な機能を各々担いつつ、相互依存的に補完、連携 
（人の育成、知と財の生産、国土保全、資源供給、自然環境、海洋を含む領域等の 
保全・管理、・・・） 

地域の国土全体への貢献、地域間の共生の考え方について国民的コンセンサスの形成

地域間の互恵関係の再構築 
地域間の対等な協力関係の確立 

 
 

 
持続可能で自立的な地域の創造 

・地域の担い手（個人、ＮＰＯ、企業、自治体等）と他地域の担い手との間の多様 
なつながりにより地域間の連携と交流を推進し、個々の地域の創造性を高めていく

・多様な個々の地域相互が文化、経済、社会等様々な側面から重層的に連携した 
奥行きの深い圏域を形成することにより、持続可能で自立的な地域を創造する 

↑ 
地域・広域・全国など様々なレベルでの人・モノ・資金・知恵・情報の 
双方向的循環を重層的に形成 

 
 

人口減少社会に対応した社会システム構築に挑戦する国土のフロンティア 
（中小都市や農山漁村等の自然に恵まれた地域） 

 
 



 

「新たな公」の考え方を基軸とする地域経営システムへの転換 

社会構造の成熟化・高齢化 
↓ 

画一的でない新たな付加価値（自分だけのこだわり、自分だけの物語等）のある 
消費・サービス・参加への欲求 

↓ 
住民やサービスの受益者側の民間企業等自身による地域社会の問題改善の取り組み 

（高齢者福祉、子育て、能力開発、防犯・防災、居住環境整備等） 
「新たな公」を形成する動き 

「新たな公」の考え方を基軸とする地域経営システムへの転換

 

 
 

 
＜「新たな公」の多面的意義＞ 
（暮らしの満足度の向上）      （経済的効果等） 
・多様なニーズの充足        ・地域雇用の創出、地域経済活性化 
・参加による自己実現         （ｽﾓｰﾙ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ、ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾋﾞｼﾞﾈｽの創出） 
・地域社会への信頼、誇り、愛着   ・行財政への負担軽減 

 
 
 
 

↑     ↑     ↑ 

地域の総合的な力（地域力）の向上 
個性を持った魅力ある地域社会の形成 

→地域間の互恵関係の形成 

対等な権利と責務の関係に基づく協働による地域経営 

 企業 

行政 

 
中間的な 

支援組織 

住民、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ、 
ＮＰＯ等 

●多様なコミュニティの役割 

住民の地域社会への主体的参加の場 → 担い手としての自覚と能力の獲得
 
 （地縁型の地域コミュニティ －自治会、商店会、伝統的自治組織等） 
・もっとも身近なコミュニティ 
・地方都市や農山漁村では現在も重要な役割

（ＮＰＯ等新たな目的型の団体） 
・高齢者や女性等の多様な活動への取り組み方を許容する組織 
・今後、地方でも重要な担い手となることが期待される

●行政の役割 

・地域経営システムが円滑に機能するための基盤の整備 
（透明性を確保するための情報の公開と共有の率先、担い手相互間の信頼感・規範の醸成、ＩＣＴ利
用環境の整備、中間的な支援組織の育成・支援等） 
・住民の生命・財産に係る基礎的サービス、広域的社会サービスの供給圏域を勘案した社会資
本整備の整備・活用 

●中間的な支援組織の役割 

・地域の多様な民間主体等の活動を一定の目的に向かって総合化する 
・主体間のコミュニケーションを円滑にし、相互理解を促す 
・主体間の多様な活動を支援するための技術的支援、資金調達の支援を行う 



地域資源を活用した地域の維持・活性化に関する今後の施策の方向性 
 

 
 
 
 
 
 

◎民間の発意・活動を重視した地域活性化 
・画一的でない、民間主体（地域住民、農林漁業・商業者・その組合組織、地域の企業、ＮＰＯなど）を担い手
とする地域活性化に転換 
・高齢者・女性など個人の社会への多様な関わりの機会の創出 
・ユニバーサルデザインの考え方に基づいた地域の設計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎地域資源の発掘・再評価・磨き・活用 
・地域力の構成要素として環境資本・文化資本等にも注目し、農林水産資源・環境資源・文化資源・

観光資源などの競争力の高い資源を発掘し、再評価し、磨き、活用 
・地域の公設試験研究所、大学、企業との連携によるイノベーション 
・地域資源の６次産業化、高付加価値化、ブランド化 
・複数の資源・産業の組み合わせ 
（自然学校・ミュージアム空間・産業観光施設の整備、アイランドテラピーの推進 等） 
・地域資源の特性に応じた様々な循環の形成（地域レベル、広域レベル、全国・海外展開 等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎外部の専門的人材の活用、地域の緩やかな組織化等を通じた多様な担い手の確保 
○外部の専門的人材の活用と多面的役割 
 ・外部の専門的人材の多面的機能 

（地域内にない経験・知見・ノウハウの提供、外部の視点での地域資源の相対的評価、ファシリテイター（世話役）

機能、地域内の主体間の触媒機能 等） 
 ・様々な専門的知識、高い社会貢献意識、金融資産の蓄積を有する団塊の世代が退職期 
  → 生産手段の誘致から、専門的能力を有する人材の地域での活用へ 
・外部の人材・スキル誘導のための仕組みの構築 
……総合的な情報プラットフォーム構築、都市部住宅のリバースモーゲージの適用による地方住居費の確保 等 

○地域の担い手等の緩やかな組織化 
……業種横断的な企業群、ＮＰＯなどの新たな担い手、地域住民、地域のリーダー的人材、必要に応じて外部の人

材 等 
 → 地域の意識共有・イノベーションへ 
・多様な組織制度（ＬＬＰ、ＬＬＣ等）の活用・公益施設管理等に係る担い手制度の整備 

 
 
 
 

◎行政の役割 
→ 民間の発意・ビジネスマインドの誘導・サポート役への転換（プロデューサー機能） 
・民間の創意工夫を支援するソフト施策・具体的に必要な基盤整備 
（人材・資金のマッチング、リスクヘッジ、担い手形成、活動場所の提供、マーケティング、広報活動 等） 

◎地域間連携の推進 
○地域の機能補完的・相乗的な連携 
……行政境界にとらわれない連携 
○人・モノ・資金・知恵・情報が地域間を移動す
る国土の形成 
・ＩＣＴを活用した外部への情報発信、ネット
ワーク形成 
・定期的な訪問・産品購入等を行う、外部サポ
ーターの確保・活用 
・交通・ＩＴインフラの選択的・集中的整備 

 
 
 

◎企業力の地域活性化への活用 
……ＣＳＲ、ＮＰＯ支援、ボランティア活動参加 
  等 

 
 
 
 
 

◎ＩＣＴの積極的活用と条件整備 
・ＩＣＴを活用したコミュニティ、ソーシャ
ルキャピタルの強化等 
・ＩＣＴインフラの整備 
・地域企業の経営者・従業員、地方公務員、
女性・高齢者を含めたすべての地域住民の
更なるＩＣＴリテラシーの向上 

 
 
 
 
 

◎国の役割の在り方：画一的な支援からの転換 
○地域間の知恵と工夫の競争、潜在力の開花に向けた地域の主体的で即地的な取組が基本 
○国の役割は、 
・新たな地域社会像の形成の支援、知恵と工夫の競争の環境整備、現状の地域差を前提とした機

会均等の観点からの後押し 等 
・地理的・自然的条件等の不利性による生活・産業の基礎的条件の不備の是正 
→ 地域ニーズに沿った実効性・実感ある支援メニューの必要性 



 
地域活性化のための資金の確保 

 

1. 現状認識と対応の基本的考え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
地方における資金循環の現状 

     ・個人金融資産→全国約1500兆円[うち個人預金（国内銀行）約342兆の地方圏シェア約4割] 
・地域預貸率の経年的低下（地方圏は50%～60%台と極めて低い） 
・中小企業、ＮＰＯなど地域活性化の担い手が資金調達の困難に直面 

↓ 

地域活性化のための資金が地域で循環していない 
↓ 

地方における「実感を伴う小さな資金循環」の形成 
 

(Ⅰ) 地域市場金融の円滑化 
・出融資に係る企業情報の非対称性  
・不動産等の保有資産担保中心の融資慣習（ベンチャー等の審査体制不十分） 

↓ 

貸し手側の審査能力（目利き力）、経営支援能力の強化等 
 

(Ⅱ)「新たな公」の考え方に基づく企業力、個人資産の活用 
・ CSRの考え方に基づく企業力の活用、地域貢献に自らコミットする「志」を持つ個人の資金の活用 

↓ 

民間資金の誘導を促進する気運醸成、枠組みの形成 

２．民間市場での資金確保における取組の方向 

 
 
 
 
 
 

 

 
中小企業、ＮＰＯ等の事業資金等の確保 
・リレーションシップ・バンキング、コミュニティ・クレジット手法の活用、地域密着型金融の促進 
・既存金融機関や都市部の専門家のテクニカル・アシスタンス機能の活用 ほか 

↓ 
 

 

３．「新た
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・
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     ・
・

民間の金融ノウハウを活用した地域における円滑な資金循環の実現
な公」の考え方に基づく「志」がある企業、個人の力の活用等 

力の地域活性化への活用 
CSRの考え方に基づく企業力の地域活性化への活用に向けた工夫・検討等 

」を持つ個人による地域貢献型の資産活用 
地域出身者等の個人が持つ地域貢献の「志」の顕在化、地域貢献の担い手等への投資に向けた気運醸成、税

制上の工夫・検討等 

における資金循環を誘導する行政の呼び水機能の発揮等 
地域貢献事業をファイナンスするファンド組成の支援 
ＮＰＯバンク、コミュニティファンド等の形成の促進・支援 

↓ 
 
 

行政の呼び水機能等により「志」ある資金を誘導、 

地域貢献投資を促進 
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（ＩＴを

・中心集落

・集落機能

→ 改め

国土保全
集落の今後の在り方に関する今後の施策の方向性 
●歴史的・文化的基盤としての集落
共同作業・相互扶助機能 
支えあいの基盤 ・地域資源の管理 
化の保存 ・自然環境・国土の保全 
●集落を取り巻く社会構造の変化と集落生活の現状
が危ぶまれる集落が多数存在 
生活への影響（交通、医療・福祉、買物、生きがいの喪失） 
業の困難化（用水路管理、道普請等）  ・農用地や山林の荒廃 
害の発生危険度の増大       ・地域景観の喪失 

多くの集落で人口減少・高齢化、末端集落の「周辺地」化 
●集落の今後の在り方と支援の方向性
よる情報の提供と住民との意思疎通、②住民の発意・意向に基づき 
暮らしの将来像についての合意形成が必要 

性 

援の方向 

由等により住民が自主的な判断により集落の移転を選択した場合 
後の居住地・生活について入念な支援

立的・主体的な活性化活動への支援 
・社会的サービスの維持 
積極的に活用した医療・福祉サービス、ディマンドバス、届けるサービス等）

等（＝周辺集落の支援拠点）の機能の強化 
の補完・協調体制（既存の集落の範囲を超えた連携等） 

て、公共的な投資・土地利用の在り方の検討と支援
●国土保全の観点からの集落管理 
○集落は地域の風土に根ざした我が国の歴史的・文化的基盤 
等の観点から、管理・活用のための一定の工夫・
生産・生活の両面にわたる
集落の無住化・移住により、家屋・宅地・農用地・山林等が管理者不在化 
↓ 
・都市部との新たな互恵関係の構築 
・全ての地域住民の地域社会とのつながり（絆・縁）を維持 
・行政の継続的な「目」配りを確保 
仕組みの構築の検討が必要


